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１．経営成績等の概況

(1) 当期の経営成績の概況

 当連結会計年度における当社グループは、平成26年度にスタートした第三次中期経営計画の最終年度を迎え、

「変革への挑戦、そして未来へ」を基本テーマに、５つの重点項目「新商品の開発、新規分野への進出、海外展

開、他社・他産業との部分提携、基盤事業の構造改革」に向けた諸施策を推進してまいりました。 

 特殊素材事業におきましては、引き続き次世代の柱となる事業を立ち上げる為、新たなシートの開発に注力して

おり、平成29年度中の生産を目標に進めております。また、商品開発の方向性である「NaSFA(ナスファ)」のも

と、セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）について、他社・大学・公的研究機関と協力し、ＣＮＦの特徴を活かし

た機能紙への利用について検討を進めております。偽造防止用紙につきましても、技術開発・新商品開発に取り組

んでおります。 

 加えて、上記以外の新規技術開発、市場からのニーズに対応した新商品開発も引き続き積極的に進めておりま

す。 

 産業素材事業におきましては、平成28年10月より日本製紙株式会社との事業提携が順調に進み、段ボール原紙及

びクラフト紙事業の生産・販売について新体制での業務がスタートしました。また、連結子会社の新東海製紙株式

会社（島田工場）では新バイオマスボイラーが平成29年２月より本格稼働しました。 

 生活商品事業におきまして、連結子会社の株式会社トライフでは、高付加価値製品を生産する新タオル抄紙機２

号機が平成28年４月に稼働しました。今後は新マシンでの生産体制を整えるとともに新商品開発に注力してまいり

ます。 

 この結果、当連結会計年度の業績としましては、売上高は77,718百万円（前年同期比0.9％減）、営業利益は

4,708百万円（前年同期比25.5％増）、経常利益は5,075百万円（前年同期比29.3％増）、親会社株主に帰属する当

期純利益は、平成26年12月に島田工場において発生したチップサイロ火災事故に対する受取保険金を特別利益に計

上したこと等により3,852百万円（前年同期比54.2％増）となりました。

 

 セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

①産業素材事業 

 主力製品である段ボール原紙は、天候不順等により特定需要商品が低調に推移し、販売数量が前年同期を下回り

ました。クラフト紙につきましては、季節需要商品の販売数量が前年同期を上回りました。 

 この結果、当セグメントの売上高は36,387百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益は1,198百万円（前年同期

29.6％増）となりました。 

②特殊素材事業 

広告媒体の電子メディアへの移行加速に伴い減少が続く商業美術印刷分野においては、新製品の投入により販

売数量維持に努めました。また、電子広告媒体の広がりの恩恵を受ける一部の製品群もありましたが、総じて厳し

い状況が続き販売数量・金額ともに前年同期を下回りました。 

 この結果、当セグメントの売上高は20,474百万円（前年同期比3.9％減）、営業利益は2,316百万円（前年同期比

5.6％増）となりました。 

③生活商品事業 

 ペーパータオルは、ユーザーのニーズに沿った製品を提供することにより、販売数量・価格ともに前年同期並み

で推移しました。トイレットペーパーにつきましては、販売数量の減少がみられたものの、価格の維持に努めてま

いりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は16,973百万円（前年同期比0.2％増）、営業利益は892百万円（前年同期比

65.7％増）となりました。 

 

(2) 当期の財政状態の概況 

 当連結会計年度末の総資産は、131,799百万円となり、前連結会計年度末に比べて4,853百万円の増加となりまし

た。主な要因は、現金及び預金の増加によるものであります。

 負債は、57,128百万円となり、前連結会計年度末に比べて5,281百万円の減少となりました。主な要因は、有利

子負債の減少によるものであります。

 純資産は、74,670百万円となり、前連結会計年度末に比べて10,135百万円の増加となりました。主な要因は、連

結子会社の新東海製紙株式会社が実施した第三者割当増資等により、非支配株主持分が増加したことによるもので

あります。自己資本比率は51.9％となり、前連結会計年度末に比べて1.5ポイント上昇しました。
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(3) 当期のキャッシュ・フローの概況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は11,336百万円となり、前連結会計年

度末に比べ2,319百万円の増加となりました。 

  連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果得られた資金は11,972百万円となり、前連結会計年度に比べ3,350百万円の増加となりました。

主な要因は、税金等調整前当期純利益の増加であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は6,854百万円となり、前連結会計年度に比べ243百万円の減少となりました。主な

要因は、国庫補助金の受入であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は2,795百万円となり、前連結会計年度に比べ1,867百万円の増加となりました。主

な要因は、有利子負債の減少であります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
平成25年

３月期

平成26年

３月期

平成27年

３月期

平成28年

３月期

平成29年

３月期

自己資本比率（％） 49.1 50.6 50.1 50.4 51.9

時価ベースの自己資本比率（％） 25.5 27.1 32.0 42.4 47.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年）
3.8 3.6 5.2 4.7 2.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
25.6 31.2 22.6 25.8 39.7

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。

(4) 今後の見通し 

 当社グループを取り巻く経営環境は、特殊素材事業においては電子化の進行や出版向け需要減少の影響等、産業

素材事業においては需給動向や原料価格の高止まり懸念等、予断を許さない状況が続くと見込まれます。こうした

状況下、当社グループは目指すべき企業像を見直し、あらたに「技術と信頼で顧客と共に未来をひらくオンリーワ

ンビジネス企業」を掲げました。その上で平成30年３月期より、第四次中期経営計画「NEXT 10 ～次なる成長 次

なる挑戦～」をスタートさせており、長期ビジョンである10年後を見据えた成長ロードマップの第一ステップとし

て活動してまいります。 

 これらを踏まえ、平成30年３月期の連結業績につきましては、売上高78,400百万円、営業利益3,300百万円、経

常利益3,600百万円、親会社株主に帰属する当期純利益2,300百万円を見込んでおります。 

 

(5) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

  当社は、株主の皆様に安定した配当を継続して実施することを、経営の基本に据えております。併せて、大きな

変革が進む当業界にあって、企業価値をより一層高めるために、将来の事業展開に備えた内部留保も重要課題と位

置付け、配当性向は30％以上を目線とし、バランスの取れた利益配分を志向してまいります。

  当期につきましては、期末配当は、１株あたり20円の記念配当を加え、１株あたり45円を実施する予定です。な

お当社は平成28年10月１日付で、普通株式10株を１株に併合しております。この結果、１株あたりの年間配当金

は、株式併合後に換算いたしますと、中間配当25円と合わせまして、70円となります。

  また、次期につきましては引続き安定した配当を継続して実施することとし、１株当たり中間配当25円、期末配

当25円、年間の配当金は１株当たり50円を予定しております。
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２．企業集団の状況

  当社グループ（当社及び子会社、関連会社）は、当社（特種東海製紙㈱）、子会社11社及び関連会社５社で構成さ

れ、紙パルプの製造・販売に関する事業を主に行なっており、さらに紙加工や土木・造園工事などの事業を行なって

おります。当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。

 

無印…連結子会社 △…非連結子会社 

◎…関連会社で持分法適用会社 ○…関連会社で持分法非適用会社

［産業素材事業］

  当社が紙の販売するほか、新東海製紙㈱が紙パルプの製造・販売を、特種東海マテリアルズ㈱が紙原料の供給を、

㈱テクノサポートが製紙設備の保全管理及び紙製品の輸送・保管を、関連会社４社が紙の加工・販売を行っておりま

す。

［特殊素材事業］

  当社が紙の製造・販売するほか、㈱ＴＴトレーディングが販売を、特種メーテル㈱が紙の製造・販売を行っており

ます。

［生活商品事業］

  当社が紙の製造・販売するほか、㈱トライフ・関連会社１社が紙の加工・販売を、特種東海エコロジー㈱が紙の製

造・販売を行っております。

［その他］ 

 ㈱レックスがサーマルリサイクル燃料の製造・販売を、㈱特種東海フォレストが土木・造園工事を、静岡ロジステ

ィクス㈱が製品を保管する倉庫業及び製品輸送を、子会社１社が紙製品の輸送を行っております。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。

 なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,167 11,474 

受取手形及び売掛金 22,062 23,678 

商品及び製品 6,303 4,324 

仕掛品 708 755 

原材料及び貯蔵品 5,200 4,860 

繰延税金資産 774 532 

その他 697 1,450 

貸倒引当金 △52 △5 

流動資産合計 44,861 47,071 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 47,768 48,357 

減価償却累計額 △30,531 △31,527 

建物及び構築物（純額） ※ 17,237 ※ 16,829 

機械装置及び運搬具 157,236 162,370 

減価償却累計額 △127,540 △129,523 

機械装置及び運搬具（純額） ※ 29,695 ※ 32,847 

土地 ※ 12,871 ※ 12,870 

建設仮勘定 2,196 717 

その他 6,374 6,396 

減価償却累計額 △5,241 △5,265 

その他（純額） ※ 1,133 ※ 1,130 

有形固定資産合計 63,135 64,395 

無形固定資産    

のれん 17 0 

その他 341 361 

無形固定資産合計 359 361 

投資その他の資産    

投資有価証券 17,385 18,908 

繰延税金資産 216 260 

その他 1,051 865 

貸倒引当金 △63 △62 

投資その他の資産合計 18,589 19,971 

固定資産合計 82,084 84,728 

資産合計 126,945 131,799 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 10,986 11,943 

短期借入金 ※ 12,894 ※ 5,392 

1年内返済予定の長期借入金 ※ 1,841 ※ 13,155 

未払法人税等 448 1,562 

繰延税金負債 6 6 

賞与引当金 377 380 

環境対策引当金 237 27 

その他 6,799 4,959 

流動負債合計 33,592 37,427 

固定負債    

長期借入金 ※ 25,924 ※ 13,912 

繰延税金負債 372 1,163 

役員退職慰労引当金 56 70 

環境対策引当金 － 91 

事業構造改善引当金 － 2,072 

退職給付に係る負債 1,481 1,508 

資産除去債務 789 786 

その他 193 95 

固定負債合計 28,818 19,700 

負債合計 62,410 57,128 

純資産の部    

株主資本    

資本金 11,485 11,485 

資本剰余金 14,472 15,396 

利益剰余金 38,960 40,561 

自己株式 △3,020 △2,835 

株主資本合計 61,896 64,608 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,616 4,262 

退職給付に係る調整累計額 △470 △444 

その他の包括利益累計額合計 2,145 3,817 

新株予約権 169 108 

非支配株主持分 323 6,135 

純資産合計 64,535 74,670 

負債純資産合計 126,945 131,799 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 78,460 77,718 

売上原価 ※１ 63,706 ※１ 63,658 

売上総利益 14,753 14,060 

販売費及び一般管理費 ※１ 11,003 ※１ 9,352 

営業利益 3,750 4,708 

営業外収益    

受取利息 63 62 

受取配当金 250 288 

受取賃貸料 119 143 

受取保険金 70 79 

持分法による投資利益 79 245 

その他 230 206 

営業外収益合計 815 1,025 

営業外費用    

支払利息 335 291 

設備維持費用 77 66 

その他 225 300 

営業外費用合計 639 658 

経常利益 3,926 5,075 

特別利益    

固定資産売却益 ※２ 44 ※２ 22 

投資有価証券売却益 138 87 

関係会社株式売却益 － 5 

受取保険金 0 ※３ 2,027 

国庫補助金 － ※４ 3,232 

特別利益合計 183 5,375 

特別損失    

固定資産売却損 － 9 

固定資産除却損 ※５ 293 ※５ 114 

減損損失 ※６ 173 ※６ 16 

環境対策引当金繰入額 27 106 

異常操業損失 ※７ 215 － 

火災損失 － ※８ 90 

支払補償費 － ※９ 62 

事業構造改善費用 － ※10 3,905 

その他 0 9 

特別損失合計 711 4,313 

税金等調整前当期純利益 3,399 6,137 

法人税、住民税及び事業税 612 1,662 

法人税等調整額 235 134 

法人税等合計 847 1,796 

当期純利益 2,551 4,341 

非支配株主に帰属する当期純利益 52 488 

親会社株主に帰属する当期純利益 2,498 3,852 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 2,551 4,341 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △882 1,905 

退職給付に係る調整額 △371 26 

持分法適用会社に対する持分相当額 48 △255 

その他の包括利益合計 △1,204 1,676 

包括利益 1,346 6,017 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,294 5,525 

非支配株主に係る包括利益 52 492 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 11,485 14,471 37,204 △3,014 60,146 

当期変動額           

剰余金の配当     △742   △742 

親会社株主に帰属する当期
純利益     2,498   2,498 

自己株式の取得       △6 △6 

自己株式の処分   0   0 0 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動         － 

持分法の適用範囲の変動         － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － 0 1,755 △6 1,749 

当期末残高 11,485 14,472 38,960 △3,020 61,896 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 
非支配株主持

分 
純資産合計 

  
その他有価証
券評価差額金 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 3,449 △99 3,349 129 271 63,897 

当期変動額             

剰余金の配当           △742 

親会社株主に帰属する当期
純利益           2,498 

自己株式の取得           △6 

自己株式の処分           0 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動           － 

持分法の適用範囲の変動           － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△832 △371 △1,204 40 52 △1,111 

当期変動額合計 △832 △371 △1,204 40 52 637 

当期末残高 2,616 △470 2,145 169 323 64,535 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 11,485 14,472 38,960 △3,020 61,896 

当期変動額           

剰余金の配当     △744   △744 

親会社株主に帰属する当期
純利益     3,852   3,852 

自己株式の取得       △5 △5 

自己株式の処分   △5   97 91 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動   930     930 

持分法の適用範囲の変動     △1,506 93 △1,412 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － 924 1,601 185 2,711 

当期末残高 11,485 15,396 40,561 △2,835 64,608 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持
分 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 2,616 △470 2,145 169 323 64,535 

当期変動額             

剰余金の配当           △744 

親会社株主に帰属する当期
純利益           3,852 

自己株式の取得           △5 

自己株式の処分           91 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動           930 

持分法の適用範囲の変動           △1,412 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 1,646 26 1,672 △61 5,812 7,423 

当期変動額合計 1,646 26 1,672 △61 5,812 10,135 

当期末残高 4,262 △444 3,817 108 6,135 74,670 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 3,399 6,137 

減価償却費 6,595 6,482 

減損損失 173 16 

のれん償却額 100 16 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 43 △26 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △21 65 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 13 

環境対策引当金の増減額（△は減少） △185 △118 

受取利息及び受取配当金 △314 △351 

支払利息 335 291 

持分法による投資損益（△は益） △79 △245 

有形固定資産除却損 293 114 

有形固定資産売却損益（△は益） △44 △13 

投資有価証券売却損益（△は益） △138 △87 

関係会社株式売却損益（△は益） － △5 

受取保険金 △70 △2,107 

補助金収入 － △3,232 

火災損失 － 90 

事業構造改善費用 － 3,905 

売上債権の増減額（△は増加） 95 △1,615 

たな卸資産の増減額（△は増加） △983 714 

仕入債務の増減額（△は減少） △901 956 

未払消費税等の増減額（△は減少） △209 △304 

その他 101 86 

小計 8,192 10,782 

利息及び配当金の受取額 314 351 

利息の支払額 △333 △301 

保険金の受取額 524 1,910 

法人税等の支払額 △412 △723 

法人税等の還付額 337 7 

火災損失の支払額 － △54 

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,622 11,972 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △126 △138 

定期預金の払戻による収入 66 150 

有形固定資産の取得による支出 △7,602 △11,118 

有形固定資産の除却による支出 △39 △43 

有形固定資産の売却による収入 243 44 

無形固定資産の取得による支出 △26 △100 

国庫補助金等の受入による収入 － 2,795 

投資有価証券の取得による支出 △10 △11 

投資有価証券の売却による収入 467 1,057 

関係会社株式の取得による支出 △18 △56 

関係会社株式の売却による収入 － 450 

その他 △52 116 

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,097 △6,854 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,203 △7,502 

長期借入れによる収入 3,200 1,200 

長期借入金の返済による支出 △2,081 △1,897 

自己株式の売却による収入 0 0 

自己株式の取得による支出 △4 △5 

配当金の支払額 △743 △744 

セール・アンド・割賦バックによる支出 △95 △96 

非支配株主からの払込みによる収入 － 6,250 

その他 － 0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △928 △2,795 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △3 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 592 2,319 

現金及び現金同等物の期首残高 8,424 9,017 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 9,017 ※ 11,336 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１ 連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 10社

㈱特種東海フォレスト、㈱テクノサポート、㈱レックス、㈱トライフ、特種東海エコロジー㈱、特種東

海マテリアルズ㈱、静岡ロジスティクス㈱、特種メーテル㈱、㈱TTトレーディング、新東海製紙㈱ 

当連結会計年度において新東海製紙㈱を承継会社とする吸収分割を実施したことに伴い、同社を連結の

範囲に含めております。 

(2）非連結子会社の数 1社 

㈱TOSロジスティクス

(3）連結の範囲から除外した理由

上記の非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除

いております。

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用関連会社の数 2社

主要な持分法適用関連会社の名称

大一コンテナー㈱、日本東海インダストリアルペーパーサプライ㈱

当連結会計年度において当社が保有する㈱竹尾の株式を一部売却したことに伴い、同社を持分法適用の

範囲から除外しております。また日本東海インダストリアルペーパーサプライ㈱を承継会社とする吸収

分割を実施したことに伴い、同社を持分法適用の範囲に含めております。

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の数及び適用しない理由

持分法を適用していない非連結子会社１社（㈱TOSロジスティクス）及び関連会社３社（㈱タカオカ、㈱

ダイヤ、㈲渡辺紙工）は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しておりま

す。

 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

 

４ 会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

 償却原価法

その他有価証券

・時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの…移動平均法による原価法

②デリバティブ…時価法

③たな卸資産

主として移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

減価償却は以下の方法を採用しております。

機械装置については、特殊紙に関する設備は定率法、その他は定額法

その他の有形固定資産は定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については定額法

主な耐用年数は次のとおりです。

  建物及び構築物    ６～50年

  機械装置及び運搬具  ３～22年
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②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を、その他

の無形固定資産については定額法を採用しております。

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

一部の連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

③役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は取締役及び監査役に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上しております。

④環境対策引当金

当社及び一部の連結子会社は「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に

よるPCB廃棄物の処理支出等に備えるため、処理見積額を計上しております。

⑤事業構造改善引当金

当社及び一部の連結子会社は工場における更なるスリム化による資産効率改善及び固定費圧縮の観点か

ら、事業構造再構築の施策として、設備の更新に伴う撤去及び処分等の費用の見積額を計上しておりま

す。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、均等補正した給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債務等については振当処理に、特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ａヘッジ手段

為替予約取引

ヘッジ対象

１年以内に決済が予定されている外貨建輸出入取引及び外貨建金銭債務

ｂヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ対象

借入金の利息

③ヘッジ方針

当社及び一部の連結子会社は、内規に基づき、外貨建金銭債務等に係る為替相場変動リスク及び借入金

の金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④ヘッジの有効性評価の方法

当社及び一部の連結子会社は、内規に基づき、ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動による相関関係によ

って有効性を評価し、有効性の検証を実施しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略しております。
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(6）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、個別案件ごと判断し、20年以内の合理的な年数で規則的に償却しておりま

す。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）
 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会

計年度から適用しております。

 

（連結貸借対照表関係）

※ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

建物及び構築物 5,257 (5,257)百万円 5,241 (5,241)百万円

機械装置及び運搬具 17,233 (17,233)  20,175 (20,175) 

土地 2,499 (1,999)  2,362 (1,862) 

有形固定資産その他 12 (－)  12 (－) 

計 25,003 (24,490)  27,791 (27,278) 
 

担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

短期借入金 800 （－)百万円 450 （－)百万円

１年内返済予定の長期

借入金
14 (14)  1,850 (1,200) 

長期借入金 4,200 (3,550)  2,350 (2,350) 

計 5,014 (3,564)  4,650 (3,550) 

（ ）の金額（内数）は工場財団抵当資産及び当該債務を示しております。
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（連結損益計算書関係）

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
 

前連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

711百万円 813百万円 

 

※２ 固定資産売却益は次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

 建物及び構築物 0百万円 －百万円

 機械装置及び運搬具 19 20

 土地 24 0

 その他 0 1

 計 44 22

 

※３ 受取保険金は次のとおりであります。

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

 平成26年12月に島田工場で発生したチップサイロ火災事故に関する保険金等であります。

 

※４ 国庫補助金は次のとおりであります。 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

 島田工場の設備投資に対して、エネルギー使用合理化等事業者支援補助金の交付を受けたものであります。

 

※５ 固定資産除却損は次のとおりであります。 
 

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

 建物及び構築物 16百万円 24百万円

 機械装置及び運搬具 273 50

 撤去費その他 4 39

 計 293 114
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※６ 減損損失は次のとおりであります。

  前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）
 

場所 用途 種類 減損損失額

静岡県島田市 紙加工設備

建物及び構築物、
機械装置及び運搬具、

有形固定資産「その他」、
無形固定資産「その他」

173百万円

 当社グループは主として管理会計上の製品群を単位としてグルーピングを行い、減損会計を適用しております。

また本社・福利厚生施設等のように単独で収益を生まない資産を共用資産とし、将来の使用が見込まれていない資

産は遊休資産として個別単位でグルーピングを行っております。

 当該資産は、当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び

構築物126百万円、機械装置及び運搬具35百万円、有形固定資産「その他」９百万円、無形固定資産「その他」１百

万円であります。なお、当該資産の回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロー

がマイナスであるため割引計算はしておりません。

 

  当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）
 

場所 用途 種類 減損損失額 表示科目

静岡県島田市 紙製造設備 機械装置及び運搬具 16百万円 減損損失

静岡県島田市 紙製造設備
建物及び構築物、

機械装置及び運搬具、
有形固定資産「その他」

539百万円 事業構造改善費用

静岡県島田市 横井工場
建物及び構築物、

機械装置及び運搬具、
有形固定資産「その他」

846百万円 事業構造改善費用

静岡県駿東郡長泉町 焼却炉
建物及び構築物、

機械装置及び運搬具、
有形固定資産「その他」

21百万円 事業構造改善費用

静岡県沼津市 紙製造設備
建物及び構築物、

機械装置及び運搬具
14百万円 事業構造改善費用

 当社グループは主として管理会計上の製品群を単位としてグルーピングを行い、減損会計を適用しております。

また本社・福利厚生施設等のように単独で収益を生まない資産を共用資産とし、将来の使用が見込まれていない資

産は遊休資産として個別単位でグルーピングを行っております。

 当該資産は、当連結会計年度において、使用停止することを決定しましたので、当該資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失及び事業構造改善費用として特別損失に計上しております。その内訳は、

建物及び構築物520百万円、機械装置及び運搬具912百万円、有形固定資産「その他」４百万円であります。なお、

当該資産の回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、これらの資産はいずれも将来キャッシュ・フロー

が見込めないため零としております。

 

※７ 異常操業損失は次のとおりであります。

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

 島田工場における火災事故により生じたチップサイロの操業低下に伴う異常原価であります。 

 

※８ 火災損失は次のとおりであります。

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

 平成28年５月に島田工場において発生した火災による損失額であり、その内訳は、固定資産等の滅失損失、復

旧に係る費用、操業休止中の固定費等であります。

 

※９ 支払補償費は次のとおりであります。

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

 株式譲渡契約に基づく補償金であります。 
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※10 事業構造改善費用は次のとおりであります。 

   当社グループは、工場における資産の更なるスリム化による資産効率改善及び固定費圧縮の観点から、事業構造再

構築の施策として、設備の再配置に伴う撤去及び処分等の事業構造改善費用を計上しております。その内訳は以下の

とおりであります。

固定資産除却損 412百万円

固定資産減損損失（注） 1,420

固定資産撤去費用 2,072

計 3,905

    （注）事業構造改善費用に含まれる固定資産減損損失の内容は、「※６ 減損損失」に記載しております。

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  
当連結会計年度期首株式数 

（株） 
当連結会計年度増加株式数 

（株） 
当連結会計年度減少株式数 

（株） 
当連結会計年度末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 163,297,510 － － 163,297,510

合計 163,297,510 － － 163,297,510

自己株式        

普通株式 （注）１,２ 15,325,560 17,598 650 15,342,508

合計 15,325,560 17,598 650 15,342,508

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加17,598株は、単元未満株式の買取りによる増加13,628株、持分法適用 

会社保有の自己株式（当社株式）の当社帰属分の増加3,970株であります。

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少650株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

２．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の当連結会計年度末残高 当社 169百万円

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日  

平成27年６月19日 
定時株主総会 

普通株式 371 2.5 平成27年３月31日 平成27年６月22日  

平成27年11月13日 
取締役会 

普通株式 371 2.5 平成27年９月30日 平成27年12月７日  

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成28年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 371 利益剰余金 2.5 平成28年３月31日 平成28年６月27日 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  
当連結会計年度期首株式数 

（株） 
当連結会計年度増加株式数 

（株） 
当連結会計年度減少株式数 

（株） 
当連結会計年度末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 163,297,510 － 146,967,759 16,329,751

合計 163,297,510 － 146,967,759 16,329,751

自己株式        

普通株式 （注）２,３ 15,342,508 4,921 13,921,246 1,426,183

合計 15,342,508 4,921 13,921,246 1,426,183

（注）１普通株式の発行済株式総数の減少146,967,759株は、株式併合によるものです。

   ２普通株式の自己株式の株式数の増加4,921株は、株式併合に伴う端数株式の買取による増加322株及び単元未満

株式の買取による増加（株式併合前3,837株、株式併合後762株）であります。

   ３普通株式の自己株式の株式数の減少13,921,246株は、株式併合による減少12,825,894株、ストック・オプショ

ンの行使による減少490,000株（株式併合前490,000株）、持分法適用会社の除外による減少605,352株（株式

併合前605,352株）であります。

 

２．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の当連結会計年度末残高 当社 108百万円

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日  

平成28年６月24日 
定時株主総会 普通株式 371 2.5 平成28年３月31日 平成28年６月27日  

平成28年11月14日 
取締役会 

普通株式 372 （注）2.5 平成28年９月30日 平成28年12月6日  

（注）１株当たり配当額については、基準日が平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日付の株式併合は

   加味していません。

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成29年６月23日 
定時株主総会 

（予定） 
普通株式 670 利益剰余金 45.0 平成29年３月31日 平成29年６月26日 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
 前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

 当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

 現金及び預金勘定 9,167百万円 11,474百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △150 △138

 現金及び現金同等物 9,017 11,336
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等） 

Ⅰ.子会社への会社分割 

（１）取引の概要 

 ①対象となった事業の内容 

  紙パルプの製造・加工・販売及び子会社の経営管理等 

 ②企業結合日 

  平成28年10月１日 

 ③企業結合の法的形式 

  当社を分割会社とし、新東海製紙株式会社を承継会社とする吸収分割 

 ④結合後企業の名称 

  新東海製紙株式会社（当社の連結子会社） 

 ⑤その他取引の概要に関する事項 

  当社と日本製紙株式会社の段ボール原紙及び重袋用・一般両更クラフト紙事業（以下「本事業」といいます。）

における生産ノウハウを結集し、新東海製紙株式会社の生産効率の向上、コスト削減及び品質競争力の向上を図る

べく、平成28年４月25日付で日本製紙株式会社と締結した統合契約（以下「本統合契約」といいます。）に定める

ところに従い、新東海製紙吸収分割を実施しました。 

 

（２）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、共

通支配下の取引等として処理しております。 

 

Ⅱ.子会社の第三者割当増資 

（１）取引の概要 

 ①子会社の名称 

  新東海製紙株式会社 

 ②対象となった事業の内容 

  紙パルプの製造・加工・販売及び子会社の経営管理等 

 ③子会社株式増資日 

  平成28年10月１日 

 ④企業結合の法的形式 

  第三者割当増資 

 ⑤結合後企業の名称 

  変更ありません。 

 ⑥その他取引の概要に関する事項 

  島田工場の生産効率の向上、コスト削減及び品質競争力の向上を図るため、第三者割当増資を行いました。 

 

（２）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、共

通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。 

 

（３）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項 

 ①資本剰余金の主な変動要因 

  非支配株主への子会社株式の第三者割当増資による持分減少 

 ②非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額 

  930百万円 
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（事業分離） 

（１）事業分離の概要 

 ①分離先企業の名称 

  日本東海インダストリアルペーパーサプライ株式会社（以下「ＮＴＩ」といいます。）

 ②分離した事業の内容 

  紙・板紙の販売 

 ③事業分離を行った主な理由 

  当社と日本製紙株式会社の本事業における販売機能を新販売会社に統合し、両社の販売に関する情報及びノウハ

ウの結集、営業体制の再構築並びに販売活動の効率化・コスト削減を図るべく、本統合契約に定めるところに従

い、ＮＴＩ吸収分割を実施しました。

 ④事業分離日 

  平成28年10月１日 

 ⑤法的形式を含むその他取引の概要に関する事項 

  当社を分割会社とし、ＮＴＩを承継会社とする吸収分割

  なお持分法を適用したことに伴って発生した負ののれん相当額566百万円を持分法による投資利益として計上して

おります。 

 

（２）実施した会計処理の概要 

 ①移転損益の金額 

  移転損益はありません。 

 ②移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

  流動資産 1,557百万円 

 ③会計処理 

  「事業分離等に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、会計処理を行っております。 

 

（３）分離した事業が含まれていた報告セグメント 

 産業素材事業 

 

（４）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

 売上高 17,598百万円、経常利益 161百万円 

 ただし、販売機能のみに係わる収益影響の測定は困難であるため、上記経常利益は本事業に係わる製造・販売全体

での収益を、一定の合理的条件に基づいて算定した概算額として記載しております。引き続き当社は本事業に係わる

製品をＮＴＩを通じて販売していくため、上記の売上高及び経常利益額が当社の業績に直接影響を与えるものではあ

りません。 
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（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

   １．報告セグメントの概要

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う単位となっているものでありま

す。

 当社グループは、主に紙の生産・加工・販売に関する事業を行っており、取り扱う紙製品の種類ごとに包括

的な事業戦略を立案出来るように、事業部制を採用し、委譲された権限の下、事業活動を展開しております。

 したがって、当社は、当該事業部を基礎とした製品の種類別の事業セグメントから構成されており、「産業

素材事業」、「特殊素材事業」、「生活商品事業」の３つを報告セグメントとしております。

 「産業素材事業」は、主に段ボール・包装用紙などの原紙生産・加工・販売等を行っており、「特殊素材事

業」は、特殊印刷用紙・特殊機能紙などの生産・加工・販売等を行っており、「生活商品事業」は、ペーパー

タオル・トイレットペーパーなどの生産・加工・販売等を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、のれんの償却を除き、「連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

 のれんの償却については、セグメント利益において各事業活動による純粋な会社貢献度を捉えたいため、報

告セグメント区分から除き、調整額にて計上しております。

 よって、報告セグメントの利益は、各社単体決算の営業利益をベースとした数値に、セグメント内取引消去

及びその他連結修正項目（のれん償却を除く）を加味したものであります。

 また、セグメント間の内部振替高は、主に市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
(注)３、４  

産業素材 
事業 

特殊素材 
事業 

生活商品 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への

売上高 
37,200 21,303 16,940 75,444 3,016 78,460 － 78,460 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

2,585 22 276 2,883 2,531 5,415 △5,415 － 

計 39,785 21,325 17,217 78,328 5,547 83,875 △5,415 78,460 

セグメント利益 924 2,193 538 3,656 320 3,976 △226 3,750 

セグメント資産 48,765 45,645 18,358 112,769 3,813 116,583 10,362 126,945 

その他の項目                

減価償却費 3,440 1,924 957 6,322 178 6,500 94 6,595 

のれんの償却額 － － － － － － 100 100 

減損損失 － － 173 173 － 173 － 173 

持分法適用会社

への投資額 
8 1,981 － 1,989 － 1,989 － 1,989 

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加 

5,049 1,206 1,403 7,659 339 7,999 81 8,080 

 

- 23 -

特種東海製紙㈱　（3708）　平成29年３月期　決算短信



当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
(注)３、４  

産業素材 
事業 

特殊素材 
事業 

生活商品 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への

売上高 
36,387 20,474 16,973 73,835 3,883 77,718 － 77,718

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

2,878 569 249 3,698 2,612 6,310 △6,310 － 

計 39,266 21,043 17,222 77,533 6,495 84,029 △6,310 77,718

セグメント利益 1,198 2,316 892 4,406 388 4,795 △87 4,708

セグメント資産 54,325 45,504 17,936 117,766 4,246 122,013 9,786 131,799

その他の項目                

減価償却費 3,379 1,771 1,016 6,168 191 6,359 122 6,482

のれんの償却額 － － － － － － 16 16

減損損失 16 － － 16 － 16 － 16

持分法適用会社

への投資額 
1,840 － － 1,840 － 1,840 － 1,840

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加 

6,985 1,514 589 9,090 547 9,637 80 9,718

 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、土木・造園工事、サーマルリ

サイクル燃料の製造・販売、倉庫業、運送業等を含んでおります。

  ２ 調整額の内容は以下のとおりです。

セグメント利益                                         （単位：百万円）
 

  前連結会計年度 当連結会計年度

減価償却費 △94 △122

のれんの償却額 △100 △16

全社費用 △136 △104

セグメント間取引消去等 104 157

合計 △226 △87

 

セグメント資産                                        （単位：百万円）
 

  前連結会計年度 当連結会計年度

全社資産※ 100,577 83,024

のれん未償却残高（相殺後） 17 0

セグメント間債権債務消去等 △90,232 △73,238

合計 10,362 9,786

※特種東海製紙㈱での本社管轄部門の資産（社内管理会計勘定を含む）であります。

 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額                   （単位：百万円）
 

  前連結会計年度 当連結会計年度

全社資産※ 81 80

合計 81 80

※特種東海製紙㈱での本社管轄部門の設備投資額であります。

  ３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  ４ 当社の一般管理費の中で、各事業セグメントに対して共通にかかる費用については、社内配賦基準によっ

て各事業セグメントへ配賦しております。
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４．報告セグメントの変更等に関する情報 

 平成28年４月１日付の組織変更に伴い、従来「産業素材事業」に含めていたサーマルリサイクル燃料の製

造・販売等を「その他」に、「特殊素材事業」に含めていた倉庫業、運送業等を「その他」に、「その他」に

含めていた製紙設備の保全管理、紙製品の輸送・保管等を「産業素材事業」に再編しております。なお、前連

結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づいて作成しております。

 

ｂ．関連情報 

       前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報にて同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1)売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2)有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報                             （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高
関連する主な
セグメント名

三菱商事株式会社 15,944 産業素材事業

 

       当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報にて同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1)売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2)有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報                             （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高
関連する主な
セグメント名

三菱商事株式会社 7,563 産業素材事業
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ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため記載を省略しております。

 

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

（のれん）

          （単位：百万円） 

 
産業素材 

事業 

特殊素材 

事業 

生活商品 

事業 
その他 全社・消去 合計 

当期償却額 － － － － 100 100 

当期末残高 － － － － 17 17 

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

（のれん）

          （単位：百万円） 

 
産業素材 

事業 

特殊素材 

事業 

生活商品 

事業 
その他 全社・消去 合計 

当期償却額 － － － － 16 16

当期末残高 － － － － 0 0

 

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

 
１株当たり純資産額 4,328.48円

１株当たり当期純利益金額 168.87円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 167.92円
 

 
１株当たり純資産額 4,591.27円

１株当たり当期純利益金額 258.89円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 257.90円
 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

   
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額      

親会社株主に帰属する当期純利益

金額
（百万円） 2,498 3,852

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益金額
（百万円） 2,498 3,852

普通株式の期中平均株式数 （千株） 14,796 14,880

       

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
     

親会社株主に帰属する当期純利益

調整額
（百万円） － －

普通株式増加数 （千株） 83 57

（うち新株予約権） （千株） (83) (57)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

の概要

－ －

（注）平成28年10月１日付で普通株式10株を１株に併合しています。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと

仮定し、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」を

算定しています。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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